
１ 概要

判断能力が十分でない高齢者、知的障がい者及び精神障がい者の権利擁護のため、

民法に規定する成年後見制度が適切に利用できるよう、経済的負担の軽減を図るため

成年後見人、保佐人または補助人の報酬の全部又は一部を助成します。

２ 助成対象者

次のいずれにも該当する場合に対象となります。

（1）本市に住所を有する者または本市の措置の被実施者

（2）収入及び資産等の状況が別表第１のいずれかに該当する者

３ 助成金額

助成の対象は、家庭裁判所が審判により決定した後見人等の報酬です。

ただし、施設入所は１８，０００円を上限（在宅の場合には、２８，０００円）

とし、上限額を超えた部分については、助成の対象となりません。

また、被後見人が亡くなった場合は、報酬額と助成上限額を比較して少ない額から

被後見人等の遺留財産の額を差し引いた額を助成額とします。

住民登録地が藤沢市の場合・・・

□他市の措置を受けてていません

□他市の介護保険給付又は障害者総合支援法の介護給付を受けていません

住民登録地が他市の場合・・・

□藤沢市の措置を受けている

□藤沢市の介護保険給付又は障害者総合支援法の介護給付を受けている

（１）該当の可否は下記をご確認ください

※いずれも☑が入った場合には該当します

藤沢市成年後見制度申立費用等助成事業

ご案内
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４ 申請期間

報酬審判確定日から起算して１年以内

（後見人等報酬に係る助成対象期間は、助成申請日を起算として２年前の日が属する月まで）

５ 申請方法

藤沢市成年後見制度申立費用等助成事業申請書及び添付書類（別表２参照）を

郵送もしくは窓口にて提出してください。

お問い合わせ先

藤沢市役所 地域共生社会推進室

電 話０４６６－５０－３５３３

ＦＡＸ０４６６－５０－８４１５

〒２５１－８６０１ 藤沢市朝日町１－１

在宅の場合とは・・・

以下①～⑥の施設入所に該当しない場合には、在宅として認定します。

在宅として認定するためには、別途資料（賃貸借契約書、光熱水費の支払いが確

認できる証書等）の提出が必要です。

①障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第1項

に規定する障害者支援施設、のぞみの園、自立生活援助及び共同生活援助を供

与する施設

→共同生活援助（グループホーム）、施設入所支援（障がい者支援施設）等

②老人福祉法に定める老人福祉施設、有料老人ホーム

→老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム等

③介護保険法に定める介護保険施設、特定施設及び認知症対応型共同生活介護

を供与する施設

→介護老人福祉施設、介護老人保健施設等

④医療法に定める医療提供施設

→病院、介護老人保健施設等

⑤生活保護法に定める保護施設

⑥その他市長が認める施設
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